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今
回
の
第
１
２
０
回
通
常
総
代
会
で

す
が
、
本
来
で
あ
れ
ば
本
部
役
員
を
は

じ
め
、
理
事
・
監
事
・
総
代
１
３
９
名

が
一
堂
に
会
し
、
２
０
１
９
年
度
の
総

括
と
２
０
２
０
年
度
の
取
り
組
み
を
議

論
す
る
重
要
な
場
で
す
。
し
か
し
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
に

伴
い
、
加
盟
組
織
の
ご
協
力
を
得
な
が

ら
、
本
総
代
会
の
開
催
を
決
断
し
ま
し

た
。

　

現
時
点
で
、
組
合
員
と
そ
の
ご
家
族

の
計
４
名
の
方
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
に
罹
患
さ
れ
た
と
の
報
告
を
受
け

て
い
ま
す
。
ま
た
、
大
変
残
念
な
こ
と

に
、
内
１
名
の
方
が
お
亡
く
な
り
に
な

ら
れ
ま
し
た
。
衷
心
よ
り
ご
冥
福
を
お

祈
り
す
る
と
と
も
に
、
お
見
舞
い
を
申

し
上
げ
ま
す
。
引
き
続
き
、
感
染
拡
大

防
止
の
啓
発
活
動
を
お
願
い
い
た
し
ま

す
。

　

私
た
ち
の
事
業
運
営
を
取
り
巻
く
環

境
を
振
り
返
る
と
、
昨
年
も
多
く
の
自

然
災
害
に
見
舞
わ
れ
ま
し
た
。
と
り
わ

け
、
台
風
15
号
・
17
号
・
19
号
の
被
害

は
甚
大
で
、
一
連
の
自
然
災
害
に
よ
る

支
払
共
済
金
は
４
億
９
千
万
円
超
と

な
っ
て
い
ま
す
。
改
め
て
被
災
さ
れ
た

皆
様
に
心
よ
り
お
見
舞
い
を
申
し
上
げ

ま
す
。
引
き
続
き
、
未
決
定
の
案
件
の

速
や
か
な
処
理
に
努
め
て
ま
い
り
ま

す
。
こ
の
よ
う
に
相
次
ぐ
自
然
災
害
へ

の
備
え
と
し
て
、
一
昨
年
か
ら
自
然
災

害
共
済
の
「
大
型
タ
イ
プ
へ
の
お
す
す

め
契
約
」
を
展
開
し
て
い
る
の
は
ご
周

知
の
と
お
り
で
す
が
、
契
約
数
は
２
，

０
０
９
件
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
事
業
運
営
そ
の
も
の
に
関
し

て
は
、
昨
年
は
４
年
ぶ
り
に
厚
生
労
働

省
に
よ
る
生
協
検
査
が
行
わ
れ
ま
し

た
。
運
営
か
ら
財
政
関
係
ま
で
広
範
囲

に
わ
た
っ
て
精
査
さ
れ
、
指
摘
・
助
言

が
あ
っ
た
事
項
に
つ
い
て
は
、
是
正
を

進
め
て
い
ま
す
。
な
か
で
も
、
積
年
の

課
題
で
あ
る「
費
差
損
」の
解
消
は
待
っ

た
な
し
の
状
況
で
す
。
昨
年
の
第
１
１

７
回
通
常
総
代
会
で
承
認
さ
れ
た
新
経

営
計
画
「
２
０
２
１
・
３
ヵ
年
改
革
ビ

ジ
ョ
ン
」
の
着
実
な
実
践
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
２
０
１

９
年
度
は
改
革
ビ
ジ
ョ
ン
の
初
年
度
と

し
て
、「
役
職
員
の
旅
費
規
則
一
部
改

正
」「
事
業
部
の
廃
止
・
事
業
本
部
へ

の
統
合
」「
事
業
本
部
（
支
所
）
地
方

業
務
費
の
交
付
基
準
見
直
し
」を
行
い
、

事
業
運
営
健
全
化
に
向
け
た
一
定
の
成

果
を
納
め
ま
し
た
。
２
０
２
０
年
度
も

引
き
続
き
新
経
営
計
画
に
則
り
、
以

下
の
取
り
組
み
に
注
力
し
て
ま
い
り
ま

す
。

　

ま
ず
、「
事
業
拡
大
の
取
り
組
み
」

で
す
。
現
状
で
は
、
自
然
災
害
共
済
を

除
く
全
て
の
共
済
事
業
で
、
契
約
の
減

少
が
続
い
て
い
ま
す
。
主
な
理
由
に
、

組
合
員
の
高
齢
化
や
若
年
組
合
員
の
共

済
運
動
に
対
す
る
意
識
の
変
容
が
挙
げ

ら
れ
ま
す
。
状
況
を
打
開
す
る
た
め
、

Ｊ
Ｒ
各
社
に
お
け
る
新
規
採
用
者
の
総

合
共
済
へ
の
加
入
促
進
と
、
現
職
・
若

年
組
合
員
の
任
意
共
済
へ
の
加
入
促
進

を
重
要
課
題
と
捉
え
、
加
盟
組
合
と
の

連
携
を
強
化
し
ま
す
。
ま
た
、
退
職
者

組
合
員
の
未
継
続
・
解
約
防
止
に
努
め

ま
す
。

　

次
に
、「
事
業
運
営
健
全
化
の
取
り

組
み
」
で
す
。
交
運
共
済
で
は
昨
年
、

過
去
２
回
の
中
期
経
営
計
画
か
ら
さ

ら
に
踏
み
込
ん
だ
新
経
営
計
画
を
策
定

し
、
実
践
し
て
き
ま
し
た
。
こ
の
計
画

は
３
つ
の
基
本
原
則
と
、
８
本
の
課
題

か
ら
成
り
ま
す
。
す
な
わ
ち
、「
契
約

者
の
利
益
の
保
護
」「
加
盟
組
合
に
お

け
る
交
運
共
済
運
動
の
寄
与
の
継
続
性

の
確
保
」「
将
来
を
見
据
え
た
事
業
の

健
全
性
の
確
保
」
の
３
つ
の
基
本
原
則

の
も
と
、
２
０
１
８
年
度
の
事
業
経
費

に
対
し
３
年
度
間
で
20
％
の
削
減
を
目

指
す
も
の
で
す
。
そ
し
て
、
そ
の
実
現

に
向
け
、
Ｊ
Ｒ
旅
客
各
社
単
位
の
事
業

推
進
機
能
を
原
則
に
事
業
本
部
体
制
を

見
直
す
こ
と
を
は
じ
め
と
し
た
８
本
の

課
題
（
裏
面
参
照
）
を
提
起
し
て
い
ま

す
。

　

今
年
度
も
「
相
互
扶
助
の
精
神
」
の

基
本
理
念
の
も
と
、
新
経
営
計
画
に
邁

進
し
、「
組
合
員
の
皆
様
に
選
ば
れ
る

メ
イ
ン
共
済
」
に
な
る
べ
く
、
不
断
の

改
革
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。
引
き
続

き
の
ご
支
援
を
お
願
い
申
し
上
げ
、
理

事
会
を
代
表
し
て
の
あ
い
さ
つ
と
い
た

し
ま
す
。

　

第
１
２
０
回
通
常
総
代
会
は
正
午
過

ぎ
に
荻
山
副
理
事
長
の
開
会
あ
い
さ
つ

で
始
ま
っ
た
。
冒
頭
の
資
格
審
査
で
は
、

総
代
１
３
９
名
中
出
席
総
代
４
名
、
出

席
者
は
１
３
５
名
で
、
総
代
全
員
の
出

席
を
確
認
し
た
。
ま
た
、
理
事
は
２
０

名
中
４
名
、
監
事
は
３
名
中
１
名
の
出

席
が
報
告
さ
れ
た
。

　

続
い
て
議
長
団
に
は
中
山
耕
介
（
日

本
鉄
道
労
働
組
合
連
合
会
）、
本
間
誠

（
国
鉄
労
働
組
合
本
部
）
両
総
代
を

選
出
し
、
議
事
を
進
行
し
た
。
交
運
共

済
を
代
表
し
て
あ
い
さ
つ
に
立
っ
た
松
岡

理
事
長
は
、
共
済
事
業
の
現
状
と
今
後

の
方
針
に
つ
い
て
別
掲
の
よ
う
に
総
括
。

ま
た
、
感
染
症
の
罹
患
者
と
自
然
災
害

の
被
災
者
へ
お
見
舞
い
が
述
べ
ら
れ
た
。

　

引
き
続
き
議
長
団
か
ら
祝
電
・
メ
ッ

セ
ー
ジ
が
紹
介
さ
れ
た
後
、
議
案
審
議

が
行
わ
れ
た
。

　

第
１
号
議
案
「
２
０
１
９
年
度
事
業

　交運共済は6月26日、新型コロナウイルス感染が全国的に拡大するな
か、感染症対策を整え、東京・ＴＫＰ品川カンファレンスセンター新館にて第
120回通常総代会を開催した。
　総代会では、2019年度事業報告および決算報告、2020年度事業計画
案などを審議し、いずれも満場一致で承認、決定した。

交運共済 第120回通常総代会

理
事
長
あ
い
さ
つ（
要
旨
）

理事長
松岡 裕次

新
経
営
計
画「
２
０
２
１・３
ヵ
年
改
革
ビ
ジ
ョ
ン
」２
年
度
目
を
よ
り

確
か
な
も
の
に
す
る
た
め
、事
業
計
画
の
達
成
に
向
け
取
り
組
む

報
告
承
認
の
件
」
は
伊
佐
専
務
理
事

が
報
告
し
、
こ
れ
を
受
け
て
広
瀬
監
事

が
監
査
結
果
を
報
告
。
①
事
業
報
告
、

②
決
算
関
係
、
③
剰
余
金
処
分
の
い
ず

れ
も
適
正
か
つ
妥
当
な
処
理
が
な
さ
れ

て
い
る
こ
と
が
報
告
さ
れ
、
承
認
さ
れ

た
。

　

次
い
で
第
２
号
議
案
「
２
０
１
９
年

度
剰
余
金
処
分
（
案
）
承
認
の
件
」、

第
３
号
議
案
「
利
用
分
量
割
戻
金

の
割
戻
し
お
よ
び
出
資
金
の
積
み
立
て

（
案
）
承
認
の
件
」
を
伊
佐
専
務
理

事
が
提
案
し
、
両
議
案
と
も
に
承
認

さ
れ
た
。

　

続
い
て
、
第
４
号
議
案
「
新
経
営
計

画『
２
０
２
１・３
ヵ
年
改
革
ビ
ジ
ョン（
２

０
１
９
年
度
～
２
０
２
１
年
度
）』
２
年

度
目
の
基
本
方
針
（
案
）
お
よ
び
『
２

０
２
０
年
度
事
業
計
画
』（
案
）
の
策

定
な
ら
び
に
予
算
（
案
）
設
定
の
件
」

を
伊
佐
専
務
理
事
が
提
案
。
①
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
と
対
峙
す
る
中
で
の
事

業
計
画
の
遂
行
、
②
自
然
災
害
へ
の
十

分
な
備
え
、
③
若
年
層
の
加
入
率
向

上
な
ど
の
事
業
拡
大
策
、
な
ど
が
提
起

さ
れ
、
こ
れ
を
承
認
、
決
定
し
た
。

　

そ
し
て
、
同
専
務
理
事
が
第
５
号
議

案
「
役
員
報
酬
額
設
定
お
よ
び
役
員
退

任
慰
労
金
支
給
承
認
の
件
」を
提
案
し
、

承
認
さ
れ
た
。

　

以
上
で
全
議
案
の
審
議
が
終
了
し
、

最
後
に
松
川
副
理
事
長
が
登
壇
。
コ
ロ

ナ
禍
の
厳
し
い
状
況
で
は
あ
る
も
の
の
、

新
事
業
方
針
に
基
づ
く
積
極
的
な
活
動

を
要
請
し
、
今
総
代
会
は
滞
り
な
く
終

了
し
た
。

   

永
年
勤
続
表
彰

　

総
代
会
で
職
員
の
25
年
永
年
勤

続
表
彰
が
行
わ
れ
、
次
の
２
名
に

松
岡
理
事
長
か
ら
感
謝
状
と
記
念

品
が
授
与
さ
れ
ま
し
た
。

　

八
木 

崇
史
（
本
部
）

　

足
立 

旬
二
（
西
日
本
事
業
本
部
）

●
祝
電
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

　

�

全
国
労
働
者
共
済
生
活
協
同
組
合
連

合
会
、教
職
員
共
済
生
活
協
同
組
合
、

全
日
本
た
ば
こ
産
業
労
働
者
共
済
生

活
協
同
組
合
、
全
労
済
全
水
道
共
済

本
部
、中
央
労
働
金
庫
、単
産
共
済
協

議
会
、
全
労
済
自
治
労
共
済
本
部
、一

般
社
団
法
人
全
国
労
働
金
庫
協
会
、

日
本
郵
政
グ
ル
ー
プ
労
働
者
共
済
生

活
協
同
組
合
、
明
治
安
田
生
命
保
険

相
互
会
社

今
こ
そ「
相
互
扶
助
の
精
神
」を
前
面
に

皆
様
の「
メ
イ
ン
共
済
」と
し
て
の
不
断
の
改
革
に
努
め
た
い

議長団に選任された中山総代（右）と本間総代（左）

◆「2021・３ヵ年改革ビジョン」の成功と、
　信頼され続けるＪＲ職域生協をめざして邁進しよう！

◆ＪＲ職域における組合員の架け橋となるために
　交運共済へのさらなる結集を呼びかけよう！

スローガン
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共済種目 2018年度 2019年度 対前年増減 前年対比

総　　合 1,093,304,500 1,074,214,500 ー19,090,000 98.3％

火　　災 937,452,679 907,845,174 ー29,607,505 96.8％

自然災害 615,637,012 665,709,332 50,072,320 108.1％

交通災害 289,143,504 277,355,329 ー11,788,175 95.9％

生　　命 540,373,406 544,444,323 4,070,917 100.8％

合　　計 3,475,911,101 3,469,568,658 ー6,342,443 99.8％

共済種目 2018年度 2019年度 対前年増減 前年対比

総　　合 691,177,000 654,142,000 ー37,035,000 94.6％

火　　災 547,356,399 405,535,200 ー141,821,199 74.1％

自然災害 492,065,000 406,691,000 ー85,374,000 82.6％

交通災害 129,156,000 116,935,000 ー12,221,000 90.5％

生　　命 322,700,000 262,980,000 ー59,720,000 81.5％

合　　計 2,182,454,399 1,846,283,200 ー336,171,199 84.6％

資産の部 負債及び純資産の部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

��1.�現金及び預金 4,980,366,362 ��1.�共済契約準備金 3,940,122,762

��2.�金銭信託 ー ��2.�再共済勘定 69,341,937

��3.�金銭債権 2,300,000,000 ��3.�その他共済負債 905,518,034

��4.�有価証券 7,469,174,890 ��4.�未払費用 ー

��5.�貸付金 ー ��5.�その他負債 299,619,472

��6.�再共済勘定 23,323,880 ��6.�引当金 119,540,275

��7.�その他共済資産 ー ��7.�価格変動準備金 121,138,810

��8.�前払費用 1,013,100 負債合計 5,455,281,290

��9.�未収収益 7,841,656 （純資産の部）

10.�その他資産 234,194,911 ��1.�組合員出資金 1,847,197,600

11.�業務用固定資産 897,738,266 ��2.�法定準備金 2,139,000,000

12.�関係団体等出資金 739,045,000 ��3.�任意積立金 5,875,380,930

13.�ななほし出資金 10,000,000 ��4.�当期未処分剰余金 1,995,674,782

14.�施設利用権 30,000 　 うち当期剰余金 381,190,464

15.�繰延税金資産 598,177,796 ��5.�評価・換算差額金 ー 51,628,741

純資産合計 11,805,624,571

資産合計 17,260,905,861 負債及び純資産合計 17,260,905,861

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

経常収益 4,255,238,605 特別利益 154,797,299

1.�共済掛金等収入 3,817,453,748 特別損失 10,588,684

2.�共済契約準備金戻入額 ー

3.�その他事業収入 ー

4.�財産運用収益 128,902,760

5.�その他経常収益 308,882,097

経常費用 3,768,747,102 税引前当期剰余金 630,700,118

1.�共済金等支払額 2,326,401,125 法人税等 155,394,629

2.�共済契約準備金繰入額 95,691,313 法人税等調整額 94,115,025

3.�財産運用費用 44,646,000 当期剰余金 381,190,464

4.�事業経費 1,207,596,772 当期首繰越剰余金 1,524,882,427

5.�その他経常費用 94,411,892 任意積立金取崩額 89,601,891

経常剰余金 486,491,503 当期未処分剰余金 1,995,674,782

※共済契約準備金は、繰入額から戻入額を相殺した金額を記載。

科　　　目 金　　　額

Ⅰ．当期未処分剰余金 1,995,674,782

Ⅱ．任意積立金取崩額 130,019,895

　　　共済対応別途積立金取崩 100,000,000

　　　改正生協法対応準備積立金取崩 27,253,421

　　　組合員証作成費積立金取崩 2,766,474

合　　　計 2,125,694,677

Ⅲ．剰余金処分額 305,227,650

　　　利用分量割戻金 60,227,650

　　　自動車共済事業特別対策積立金 10,000,000

　　　35周年記念行事積立金 5,000,000

　　　各種共済見舞金対応特別積立金 20,000,000

　　　2021改革ビジョン対応特別積立金 50,000,000

　　　高齢者契約継続対策積立金 10,000,000

　　　巨大災害リスク特別積立金 50,000,000

　　　リスク変動対応特別積立金 100,000,000

Ⅳ．次期繰越剰余金 1,820,467,027

■ 表１：受入共済掛金の状況 （単位：円）

■ 表２：支払共済金の状況 （単位：円）

■ 表３：貸借対照表 2020年３月31日現在 （単位：円）

■ 表４：損益計算書 2019年４月１日～2020年３月31日　　　　　（単位：円）

■ 表５：剰余金処分 2020年3月31日現在 （単位：円）

ⅰ
．
２
０
１
９
年
度
事
業
報
告

　

新
経
営
計
画
「
２
０
２
１
・
3
ヵ
年

改
革
ビ
ジ
ョ
ン
（
２
０
１
９
年
度
～
２

０
２
１
年
度
）
の
初
年
度
の
取
り
組
み

は
以
下
の
と
お
り
。
と
り
わ
け
、
２
０

２
０
年
1
月
以
降
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
が
拡
大
す
る
状
況
下

で
、
事
業
推
進
会
議
の
延
期
や
中
止
、

時
差
出
勤
や
在
宅
勤
務
な
ど
業
務
体

制
を
縮
小
し
な
が
ら
事
業
の
継
続
に

努
め
た
。

１
．
事
業
運
営
健
全
化
へ
の
取
り
組
み

　

契
約
減
少
が
続
く
厳
し
い
事
業
環

境
で
、
経
営
資
源
（
付
加
掛
金
）
を
見

据
え
た
事
業
経
費
の
抑
制
を
目
指
し
、

実
現
可
能
な
課
題
か
ら
段
階
的
に
取

り
組
み
を
進
め
た
。

　

２
０
１
９
年
度
は
、
役
職
員
の
旅
費

規
則
（
規
程
）
の
一
部
改
正
、
仙
台
・

長
野
の
各
事
業
部
を
２
０
２
０
年
３

月
末
、
大
分
・
鹿
児
島
の
各
事
業
部
を

２
０
２
０
年
６
月
末
で
廃
止
し
、
事
業

本
部
に
統
合
し
た
ほ
か
、
地
方
業
務
費

の
交
付
基
準
を
見
直
し
た
。

２
．
事
業
推
進
活
動
の
取
り
組
み

　

総
合
共
済
の
「
10
万
人
確
保
」
に
向

け
、
新
規
採
用
者
の
全
員
加
入
お
よ
び

未
加
入
者
の
解
消
に
取
り
組
ん
だ
。
任

意
共
済
は
退
職
者
へ
の
取
り
組
み
の

他
、「
加
入
促
進
期
間
」
を
設
定
し
、

加
盟
組
合
の
各
級
機
関
役
員
を
は
じ

め
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
・
関
連
企
業
労

組
の
増
口
運
動
を
展
開
し
た
。

　

自
然
災
害
共
済
で
は
「
お
す
す
め
契

約
」
と
し
て
標
準
タ
イ
プ
か
ら
大
型
タ

イ
プ
へ
の
切
り
替
え
を
推
奨
し
、
２
，

０
０
９
件
の
契
約
増
と
な
っ
た
。

　

元
受
共
済
事
業
で
、
自
然
災
害
共
済

を
除
き
全
て
の
共
済
種
目
で
契
約
件

数
・
契
約
口
数
が
前
年
を
下
回
っ
た
。

　

共
済
金
の
給
付
率
は
、総
合
共
済
59
・

76
％
、
火
災
共
済
41
・
9
％
、
自
然
災

害
共
済
58
・
8
％
、
交
通
災
害
共
済
35
・

4
％
、
生
命
共
済
47
・
1
％
と
な
っ
た
。

　

２
０
１
９
年
度
の
受
入
共
済
掛
金

総
額
は
34
億
６
，９
５
６
万
円
余
で
、

対
前
年
度
比
６
３
４
万
円
余
の
減
収

と
な
っ
た
。
一
方
、
支
払
共
済
金
総
額

は
18
億
４
，６
２
８
万
円
余
で
、
同
比

３
億
３
，６
１
７
万
円
余
減
少
し
た
。

　

な
お
、
当
期
末
の
総
資
産
額
は
１
７

２
億
８
，５
８
６
万
円
余
で
、
前
年
対

比
６
，５
４
４
万
円
余
増
加
し
た
。

ⅲ
．
監
査
報
告

　

広
瀬
監
事
よ
り
「
業
務
執
行
、
決
算

処
理
は
適
正
で
あ
り
、
剰
余
金
処
分
案

は
妥
当
で
あ
る
」こ
と
が
報
告
さ
れ
た
。

ⅰ
．
新
経
営
計
画
の
基
本
方
針

　

新
経
営
計
画
は
、
①
契
約
者
の
利
益

の
保
護
、
②
加
盟
組
合
に
お
け
る
役

割
・
関
係
性
の
維
持
と
交
運
共
済
運
動

へ
の
寄
与
と
継
続
性
の
確
保
、
③
将
来

性
を
見
据
え
た
事
業
の
健
全
性
の
確

保
を
基
本
方
針
と
す
る
。

　

具
体
的
に
は
、
組
織
機
構
の
大
幅
な

改
革
等
に
よ
り
事
業
経
費
を
削
減
し
、

経
営
資
源
を
効
率
的
に
活
用
す
る
。
そ

の
実
現
に
向
け
て
、
８
本
の
柱
（
課

題
）
を
掲
げ
、
取
り
組
む
。

１
．
事
業
拡
大
の
取
り
組
み

⑴��

総
合
共
済
・
各
種
任
意
共
済
に
お

け
る
Ｊ
Ｒ
各
社
単
組
の
現
職
者
に

対
す
る
加
入
促
進
の
取
り
組
み

⑵��

職
域
退
職
者
の
既
存
契
約
確
保
の

取
り
組
み

⑶��

Ｊ
Ｒ
連
合
グ
ル
ー
プ
労
組
・
Ｊ
Ｒ

関
連
企
業
労
組
へ
の
取
り
組
み

⑷��

総
合
共
済
10
万
人
加
入
の
挽
回
と

未
加
入
の
任
意
共
済
の
促
進

２
．
事
業
運
営
健
全
化
へ
の
取
り
組
み

　

経
営
資
源
で
あ
る
付
加
掛
金
と
事

業
経
費
の
将
来
を
見
据
え
な
が
ら
、

「
費
差
損
」
が
発
生
す
る
収
支
構
造
の

解
消
に
向
け
て
経
費
削
減
を
実
行
す

る
た
め
に
、
以
下
の
8
本
の
課
題
に
つ

い
て
、
実
現
可
能
な
課
題
か
ら
段
階
的

に
取
り
組
み
を
進
め
る
。

⑴  

Ｊ
Ｒ
旅
客
各
社
単
位
の
事
業
推
進

機
能
を
原
則
と
し
た
事
業
本
部
体

制
の
見
直
し
。

⑵  

人
件
費
に
つ
い
て
、
業
務
の
効
率

化
・
ス
リ
ム
化
と
計
画
的
に
職
員

の
定
年
退
職
等
を
見
込
み
な
が
ら

の
要
員
を
削
減
。

⑶  

理
事
お
よ
び
監
事
の
定
数
、事
業
本

部
長
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、契

約
高
や
地
域
性
を
考
慮
し
た
効
率

化
。

⑷ 

旅
費
規
則
等
の
見
直
し
。

⑸  

定
款
お
よ
び
総
代
・
役
員
選
挙
規

約
の
改
正
と
常
勤
役
員
体
制
の
見

直
し
。

⑹  

事
業
本
部
（
支
所
）・
事
業
部
の
業

務
推
進
活
動
と
契
約
実
績
の
検
証

を
ふ
ま
え
た
地
方
業
務
費
の
交
付

基
準
の
見
直
し
。

⑺  

加
盟
組
合
へ
の
事
務
手
数
料
の
現

行
水
準
の
維
持
。

⑻  

費
用
対
効
果
を
視
野
に
入
れ
た
推

進
方
法
を
検
証
し
、
諸
会
議
の
効

率
化
を
は
じ
め
と
す
る
物
件
費
等

の
見
直
し
。

３�

．
間
接
業
務
の
効
率
化
と
業
務
管
理

体
制
の
改
善

　

業
務
内
容
（
契
約
・
審
査
、
推
進
・

組
合
員
接
点
業
務
等
）
の
精
査
・
点
検

等
を
行
い
、
契
約
管
理
や
入
力
作
業
等

の
間
接
業
務
の
効
率
化
を
図
る
。

４
．
内
部
管
理
態
勢
の
確
立

　

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
・

危
機
管
理
等
の
内
部
管
理
体
制
の
強
化

を
図
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
拡
大
に
よ
る
事
業
へ
の
影
響
を
総
括

し
、
感
染
第
2
波
へ
の
備
え
と
し
て
、

対
応
策
を
精
査
す
る
。

５
．
共
済
制
度
の
検
討

　

契
約
拡
大
を
目
指
す
な
か
で
、
共
済

制
度
の
見
直
し
を
継
続
検
討
す
る
。

６
．
人
材
育
成
に
つ
い
て

　

新
た
な
価
値
創
造
と
変
化
へ
の
対

応
、
さ
ら
に
は
危
機
意
識
を
共
有
で
き

る
人
材
力
の
強
化
を
は
か
る
と
同
時

に
「
世
代
交
代
を
意
識
し
た
人
事
施

策
」
に
基
づ
き
、
人
材
育
成
を
強
化
す

る
。

７
．
他
団
体
と
の
連
携
強
化

　

他
団
体
と
の
連
携
を
強
化
し
、
労
働

者
福
祉
活
動
を
担
う
事
業
団
体
と
し

て
の
役
割
を
果
た
す
た
め
に
、
制
度
開

発
や
情
報
の
共
有
化
な
ど
が
で
き
る

よ
う
取
り
組
む
。

８
．
将
来
に
向
け
た
事
業
運
営
の
検
討

　

第
三
者
機
関
に
よ
る
「
経
営
診
断
」

を
行
い
、
新
経
営
計
画
の
な
か
の
第
2

フ
ェ
ー
ズ
と
し
て
、
将
来
の
事
業
運
営

の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
証
す
る
。

ⅱ
．
重
点
課
題
と
そ
の
取
り
組
み

１
．
事
業
推
進
活
動
の
取
り
組
み

⑴��

新
規
採
用
者
の
全
員
加
入
と
若
年
組

合
員
へ
の
加
入
拡
大
の
取
り
組
み

⑵��

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
・
Ｊ
Ｒ
関
連

企
業
労
組
へ
の
加
入
拡
大

⑶��

既
存
契
約
者
に
対
す
る
契
約
率
向

上
の
取
り
組
み

⑷��

退
職
者
組
合
員
に
お
け
る
継
続
漏

れ
や
解
約
防
止
の
強
化

２
．
事
業
運
営
健
全
化
の
取
り
組
み

⑴��

事
業
部
の
事
業
本
部
へ
の
統
合（
事

業
部
事
務
所
の
段
階
的
な
廃
止
）

⑵��

事
業
部
廃
止
後
の
業
務
対
応

⑶��

旅
費
規
程
等
の
見
直
し

⑷��

地
方
業
務
費
の
交
付
基
準
と
機
関

会
議
の
あ
り
方
の
見
直
し

⑸��

総
代
・
役
員
選
挙
規
約
、
常
勤
役

員
体
制
の
見
直
し

⑹��

共
済
本
部
の
物
件
費
の
見
直
し

⑺��

理
事
会
の
規
模
・
事
業
本
部
長
制

度
の
あ
り
方
の
見
直
し

３
．
事
業
拡
大
目
標
の
設
定

　

事
業
拡
大
目
標
を
、
元
受
事
業
お
よ

び
受
託
事
業
の
手
数
料
を
あ
わ
せ
て
、

38
億
６
９
０
万
円
に
設
定
す
る
。

４
．
共
済
の
制
度
改
善

ⅰ
．
２
０
１
９
年
度
剰
余
金
処
分

　

２
０
１
９
年
度
剰
余
金
処
分
に
つ

い
て
は
〈
表
5
〉
を
参
照
。

ⅱ
．
利
用
分
量
割
戻
し

　

以
下
の
割
戻
し
を
行
う
。

①��

総
合
共
済
＝
契
約
1
件
に
つ
き
、

１
０
０
円
（
2
口
）
と
す
る
。
合

計
９
４
９
万
３
，８
０
０
円

②��

火
災
共
済
＝
合
計
４
，２
８
７
万
円

③��

生
命
共
済
＝
合
計
７
８
６
万
３
，８

５
０
円

④���

利
用
分
量
割
戻
金
合
計
を
出
資
金

と
し
て
積
み
立
て
る
。

⑤��

今
回
積
み
立
て
た
出
資
金
に
つ
い

て
、
払
い
戻
し
を
希
望
す
る
組
合

員
に
は
、
申
し
出
に
よ
り
今
回
積

み
立
て
た
出
資
金
の
一
部
、
ま
た

は
全
額
を
払
い
戻
す
。

⑴��

マ
イ
カ
ー
共
済
の
制
度
改
定

⑵��

火
災
共
済
制
度
の
掛
金
等
の
精
査
・

検
証

５
．
経
営
・
財
務
基
盤
の
強
化

⑴��

異
常
危
険
準
備
金
の
積
み
増
し

⑵��

諸
準
備
金
・
任
意
積
立
金
の
積
み

増
し

⑶��

安
全
を
基
本
と
し
た
資
産
運
用

⑷��

収
支
・
利
源
分
析
等
の
実
施

６
．
内
部
管
理
体
制
の
強
化

⑴��

生
協
検
査
を
ふ
ま
え
た
指
摘
事
項

の
改
善

⑵��

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
徹
底
と
リ

ス
ク
管
理
体
制
の
強
化

７
．
大
規
模
災
害
へ
の
対
応

　

全
職
員
に
よ
る
現
地
認
定
調
査
な

ど
、
迅
速
な
共
済
金
支
払
体
制
の
構
築

を
目
指
す
。

８
．
人
材
の
育
成

　

業
務
知
識
・
技
能
の
継
承
、
職
員
の

資
格
取
得
の
奨
励
、
組
合
員
接
点
業
務

の
強
化
、
人
事
運
用
の
検
討
を
行
う
。

９
．
業
務
品
質
の
向
上

⑴��

満
足
度
の
高
い
組
合
員
対
応

⑵��

迅
速
で
適
切
な
苦
情
処
理
対
応

⑶��

信
頼
度
を
高
め
る
事
務
処
理
の
向

上
⑷��

マ
イ
カ
ー
共
済
業
務
課
の
品
質
向
上

⑸��

加
盟
組
合
・
組
合
員
と
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
活
性
化

⑹��

利
便
性
を
追
求
し
、「
自
動
口
座
振

替
に
よ
る
月
払
い
制
度
」
を
推
進

⑺��

新
基
幹
シ
ス
テ
ム
の
構
築

10
．�

他
団
体
と
の
連
携
強
化
・
社
会
貢
献

　

関
係
団
体
と
の
連
携
を
強
化
し
、
社

会
貢
献
活
動
に
積
極
的
に
参
画
す
る
。

Ⅰ
．
２
０
１
９
年
度
事
業
報
告
お
よ
び
決
算
報
告

ⅱ
．�

２
０
１
９
年
度
の
共
済
事
業

の
概
況
と
決
算
報
告

Ⅱ
．
剰
余
金
処
分
お
よ
び
利
用
分
量
割
戻
し

Ⅲ
．�

新
経
営
計
画「
２
０
２
１
・
３
ヵ
年
改
革
ビ
ジ
ョ
ン（
２
０
１
９
年
度
～

２
０
２
１
年
度
）」２
年
度
目
の
基
本
方
針
お
よ
び「
２
０
２
０
年
度
事
業
計
画
」


